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２００６年度 予算編成方針 
 
Ⅰ．予算編成に当たって 
 
日本経済は，長かった低迷からようやく脱出し，明るさを取り戻しつつある

ものの，大学を取り巻く環境は，国公立大学の独立法人化，認証評価機関によ

る評価，大学全入時代へと激しく変動し続けている。 
このような変革の時代に備え，本学は，リバティタワー以来，アカデミーコ

モン，和泉メディア棟等のＩＴを駆使した近代的なキャンパスを構築してきた。

また，駿河台Ｄ地区建物を２００６年度に，明治高等学校・中学校調布新校舎

を２００７年度に竣工させる予定である。 
教学面では，２００６年度には，情報コミュニケーション学部が設立後 3 年
目を，法科大学院，会計専門職大学院が完成年度を迎える。また社会のニーズ

に応えるため，２００７年度にユビキタスカレッジの開設，さらに２００８年

度以降に新学部・新大学院の設置について検討を進めているところである。 
本学は，｢教育｣，｢研究｣及び｢社会貢献｣を 3本の柱に，｢将来に夢を託せる大
学｣を目指して，教育改革支援本部の設置などさまざまな大学改革を進めている。 
経営面では，本学は現在のところ健全経営を維持している。しかしながら，

ここ数年支出超過傾向が続いており，現状のまま推移するならば，将来厳しい

財政状態に向かうことが見込まれる。そこで，２００６年度から，学費改定の

増収により財政基盤の確立を図るとともに，事務機構の再編等を通して，職員

人件費等の削減策などの財政改革を進めているところである。 
学校法人は，いうまでもなく教育研究を目的とする公共性の高い組織体であ

る。したがってその経営においても健全性が強く求められている。そのために

は，収支の均衡の取れた予算編成を行う必要がある。 
２００６年度予算編成に当たっては，消費収支の均衡を維持し，健全財政の

維持に努める。物件費について「スクラップ＆ビルド」の原則により，経費の

削減を図る。 
また，前年度に引き続き政策経費の概念を導入し，教育・研究活動の活性化

及び教育環境整備を図るとともに，「費用対効果」を基本に重点的な予算編成を

行う。 
なお，明治高等学校・中学校調布新校舎建設に必要な建設資金の積み立てを

前年度に引き続き行う。 
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Ⅱ．予算編成上の主な内容 
 
１．教育研究方針の実施計画        
 （１）ユビキタスカレッジの設置 
    在学生への多様な学習機会の提供及び社会人への本学の優れた教育研

究プログラムの提供を目的として２００７年度に「ユビキタスカレッジ」

を開設する予定である。そのために必要な予算措置を図る。 
（２）新学部・新大学院の設置 
    ２００８年度以降に設置を予定している国際系新学部，スポーツ系新

学部等については，調査費等の必要な予算措置を図る。 
（３）大型研究プロジェクトへの対応 
    大型研究プロジェクトについては，「ハイテク･リサーチ・センター整

備事業」２件，「学術フロンティア推進事業」４件，「オープン・リサー

チ・センター整備事業」３件，計９件が，継続して稼動している。 
   ２００６年度には，新規に４件を申請する予定である。今後も研究分野

の優先課題として取り組んでいきたい。 
（４）教育･研究改革の支援･推進 
    文部科学省が公募する現代・特色・海外・国際・教員養成・大学院関

連等のＧＰ採択を目指す諸活動を支援・推進するために，必要な予算措

置を図る。 
 （５）学習支援・キャリア教育支援センターへの対応 
    多様化する入試制度の中で，スポーツＡＯ入試による入学者等の基礎

学力の不足している学生に対する学習支援が必要である。２００６年度

は，キャリア教育の全学的推進も含め必要な予算措置を図る。 
 （６）情報関連経費 
    「教育の情報化」の観点から，情報メディア環境を有効に活用し教育・

学習効果を高めるために必要な予算措置を図る。 
 （７）奨学金制度の充実 
    奨学金規程に基づき必要な予算措置を図る。 
 （８）体育会の強化 
    本学の活性化及び大学スポーツ振興のためにも体育会の活躍は有効で

ある。強化対策のための予算を重点的に配付する。 
 （９）国家試験対策の強化 
    本学が「外部評価に耐えうる大学」として存在し続けるためには，司
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法試験，公認会計士試験等の合格者を増加させる必要がある。そのため

の強化対策に必要な予算措置を図る。 
 （10）社会連携事業の推進 
    生涯教育の拠点としてのリバティ・アカデミー事業，社会連携促進知

財本部整備事業，秋葉原サテライトキャンパスによる産学連携の促進等

に必要な予算措置を図る。 
 （11）広報関係の充実 
    広報関連業務の充実強化に必要な予算措置を図る。 
 （12）全学部統一入学試験について 
    ２００７年度入試から全学部統一入学試験を地方会場でも実施する。

そのために必要な予算措置を図る。 
 
２．施設整備計画 
 （１）主な施設整備計画 
① 駿河台Ｄ地区建物建設計画 
② 明治高等学校･中学校調布新校舎建設計画 
③ 硬式野球部体育施設移転計画 
④ 八幡山スポーツセンターの設置計画 
⑤ 黒川農場整備計画 

 （２）その他の施設改良計画 
    環境整備のための改良工事は，緊急性を考慮して予算措置を図る。 
 
３．人事計画 
（１）教員人件費 
新規採用の教員者数については，採用計画に基づき，必要な予算措置を 
図る。 
なお，２００６年度から加入予定の雇用保険料を見込む。 

 （２）職員人件費の見直し 
新規採用の職員者数は，２００６年度については６名の新規採用を見

込む。 
 （３）待遇改善 
    教職員の給与等の待遇については，社会状況を考慮して慎重に取り扱

うものとする。定期昇給・昇格に必要な予算は計上するが，待遇改善費

に関する予算は計上しない。 
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４．財務計画 
 （１）帰属収入 
    ２００６年度は学費の改定を行うとともに，学費以外の外部資金等の

多様な財源確保を目指し，帰属収入の安定的な確保を目指す。 
① 学費収入 
予算定員については，学部新入生は１．１５倍で，大学院･高等学校･

中学校の新入数は入学定員で積算する。在学生数は，在学する現員を基

に積算する。 
入学金及び学部の教育充実費の増額改定等に伴い，学費収入全体では，

前年度比では１５億円ほどの増収が見込まれる。 
② 手数料収入 
入学試験料収入については，１８歳人口の減少率を勘案して算定する。 
なお，２００６年度に新たに実施する全学部統一入学試験の受験料収

入を見込む。 
③ 資産売却差額 
硬式野球部移転計画に伴い，不動産売却差額を計上する。 

 （２）借入金計画 
    本学の借入金は，１９８８年度に日本私学振興･共済事業団から校舎建

設のため借り入れたもので，２００７年度に完済の予定である。２００

６年度予算では，新規の借入金は計上せず，契約に基づく返済額を計上

する。 
（３）募金計画 
教育振興協力資金については，積極的な募金活動による増収を期待する。

その他は，過去の実績に基づいて計上する。 
 （４）建設積立金 
明治高等学校･中学校調布新校舎建設のための建設積立金を前年度に引

き続き設定する。 
（５）消費支出 
    消費支出については，引き続き効率的な財政運営を行い，長期的な収

支均衡に資するために，物件費については計数管理を用いた予算規模を

確定する。 
   ① 経常的な経費については，２００５年度比１０％マイナスシーリン

グ等の実施により削減に努める。 
② 政策経費については，重要性・緊急性を考慮して予算措置を図る。 
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 （６）基本金組入計画 
① 第１号基本金 
２００６年度に支出する土地，建物，構築物，機器備品，図書などの

固定資産は取得後に組み入れる。組入対象資産の主なものに，硬式野球

部体育施設，明治高等学校･中学校調布新校舎，駿河台Ｄ地区建物があ

る。 
② 第２号基本金 
明治高等学校･中学校調布新校舎の建設資金を第２号基本金として設

定する。 
③ 第３号基本金 
新たな第３号基本金は設定しない。岸本辰雄記念奨学基金の積み立て

は予定する。 
④ 第４号基本金 

     学校法人会計基準に基づき所定額を積み立てる。 
 
５．その他 
  財務システムなどの法人システムの再構築については，年次計画に基づき

必要な予算措置を図る。 
 

以 上 


